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戦略構想センターへのご支援のお願い

慶應義塾大学戦略構想センターは、最先端の安全保障・国際政治研究を通じて、学術と政策
立案の橋渡しを担い、不安定化する国際社会の安定と持続可能な未来の創造に貢献します。
貴社のご支援により、国際的な共同研究や次世代の政策研究者の育成が可能になります。
ともに未来を創るパートナーとして、ぜひご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ご支援いただいた企業様には、以下の特典をご用意しております。
 法人会員企業限定の月例サロン「戦略フォーラム」への御招待
 戦略構想センターの刊行物に貴社ロゴを掲載、イベントでの優先的な席の確保
 国内外の有識者・政府関係者と意見交換可能な「エキスパートラウンドテーブル」への
ご招待（寄付額300万円以上）

kcs-group@keio.jp（慶應義塾大学戦略構想センター事務局）
*協賛および法人企業会員に関するお問い合わせは上記メールアドレスまでご連絡ください。

お問い合わせ

Ｋ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（4名）
•出張講義／人材育成
•相談による委託研究

Ｉ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（2名）
•出張講義／人材育成（1回）

Ｅ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（3名）
•出張講義／人材育成（1回）
•相談によるイベント共催

Ｏ会員
•戦略フォーラム参加（1名）

法人企業会員制度のご案内 *寄付は税制優遇措置の対象となります。

*予算状況等により、活動の規模やペースが変化しうることを予めご了承ください。

1,000万円／年 500万円／年

300万円／年 100万円／年

発行・編集／慶應義塾大学戦略構想センター（KCS)
発行日：2026年1月19日
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巻 頭 言
昨年スタートしたこのStrategic Foresightは、本年2026年で二回目の刊行を迎える

こととなりました。創刊からわずか一年余りではありますが、その間、国際情勢は大きく
変化しました。

一年前、すなわち2025年が幕を開けたときには、アメリカでは民主党のジョー・バイデ
ン大統領がまだ政権を担っていました。2025年1月20日に第二次トランプ政権が発足し
て以降、世界はまさにジェットコースターのような激動の1年を経験し、その時間は実際
以上に長く感じられます。

ウクライナでの戦争はまだ終結しておらず、中東情勢も不透明性が残り、他方で台湾海
峡における緊張は高まっており、国際情勢は不安定化が進んでいます。2025年末にイタ
リアのメローニ首相は、次のように語りました。「この1年は誰にとっても難しい1年だっ
た。でも大丈夫。来年はもっとひどいから。」その言葉の通りに、2026年は1月2日のア
メリカによるベネズエラの軍事作戦と、マドゥロ大統領の拘束とアメリカへの連行ととも
に始まりました。その評価は今後の情勢の推移によって変わることが想定されますが、不
安定な世界情勢はしばらく続くものと思われます。

Strategic Foresight 2026は、そのような不安定化が続く世界情勢を､ 主要国や地域に
焦点を当てて、専門家が今後の動向を展望します。日本では昨年10月に高市早苗政権が
成立し、日本の政治史上ではじめてとなる女性首相が誕生しました。高い支持率に支えら
れ、活発な外交を展開する一方で、対米関係においても対中関係においても引き続き困難
な問題が山積しています。それゆえ、新しい時代に対処するための想像力と、衝突や想定
外の事態を回避するための慎慮さが外交に求められています。

このStrategic Foresight 2026での分析が、多くの方々にとって今後の方針を固めて
いく上でのひとつの参考になれば幸いです。

細谷 雄一
（KCSセンター長）

KCS Strategic Foresight 2026
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細谷 雄一
慶應義塾大学法学部教授／KCSセンター長
1994年立教大学法学部卒業、1996年英国バーミンガム大学大学院国際
学研究科修了（MIS）、1997年慶應義塾大学大学院法学研究科修士課程
修了、2000年同博士課程修了、博士（法学）取得。プリンストン大学客
員 研究員、パリ政治学院客員教授などを経て、2010年より慶應義塾大学
法学部教授。安倍晋三政権で「安全保障と防衛力に関する懇談会」委員や
国家安全保障局顧問を歴任。主な著作に『戦後国際秩序とイギリス外交』

（2001年）、『外交による平和』（2005年）、『倫理的な戦争』（2009年）、
『国際秩序』（2012年）、『国際連合の誕生』（2025年）など。

鶴岡 路人
慶應義塾大学総合政策学部教授／KCS副センター長
1998年慶應義塾大学法学部卒業。同大学大学院法学研究科、米ジョー
ジタウン大学大学院を経て、英ロンドン大学キングス・カレッジで博士
号（PhD in War Studies）取得。在ベルギー日本国大使館専門調査員

（NATO担当）を経て 2017年まで防衛省防衛研究所（教官、主任研究官）。
その他、防衛省防衛政策局国際政策課部員、英王立防衛安全保障研究所

（RUSI）訪問研究員、オーストラリア国立大学（ANU） 訪問研究員などを
歴任。著書『模索するNATO』（2024年）および『はじめての戦争と平和』

（2024年）でサントリー学芸賞。他に『欧州戦争としてのウクライナ侵
攻』（2023 年）、『EU離脱』（2020年）など。

森 聡
慶應義塾大学法学部教授／KCS副センター長
1995年京都大学法学部卒業、同大学大学院法学研究科修士課程修了。外
務省勤務を経て、2007年東京大学大学院法学政治学研究科博士課程修
了、博士（法学）取得。2008年法政大学法学部准教授、2010年同教授を
経て、2022年より慶應義塾大学法学部教授。この間プリンストン大学と
ジョージワシントン大学で客員研究員。現在、中曽根平和研究所上席研
究員、防衛省新防衛政策懇談会委員、防衛省宇宙領域アドバイザリーボー
ド委員。2022年に国家安全保障局が実施した安保三文書のヒアリング
に招請。主な著作に『ヴェトナム戦争と同盟外交』（2009年・アメリカ
学会清水博賞受賞）、『国際秩序が揺らぐとき』（共著、2023年）、『ウクラ
イナ危機以後』（共著、2025年）など。

KCS Directors
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池内 恵
東京大学先端科学技術研究センター教授
1973年生まれ。東京大学文学部イスラム学科卒。同大学院総合文化研究科博士課程単位取
得退学。専門はイスラーム政治思想、中東地域研究。著書に『現代アラブの社会思想―終末
論とイスラーム主義』（講談社）、『イスラーム世界の論じ方』（中央公論新社）、『シーア派と
スンニ派』（新潮社）など。『イスラーム国の衝撃』（文藝春秋）で2015 年度の毎日出版文化
賞・特別賞を受賞。2016 年度の中曽根康弘賞・優秀賞を受賞。2020年度に東大先端研に

「創発戦略研究オープンラボ（ROLES）」を創設し代表を務める。

加茂 具樹
慶應義塾大学総合政策学部教授／総合政策学部長
慶應義塾大学総合政策学部卒業、復旦大学留学を経て97年政策・メディア研究科修士課程、
2003年同博士課程修了、博士（政策・メディア）。慶應義塾大学法学部准教授、総合政策学部
教授などを務め、21年から総合政策学部長。この間、在香港総領事館専門調査員、國立台湾
師範大学訪問研究員、カリフォルニア大学バークレイ校訪問研究員、國立政治大学客員准教
授、在香港総領事館領事を歴任。主な著作に『現代中国政治と人民代表大会』（06年）、『十年
後の中国　不安全感のなかの大国』（23年）、監訳（呉国光著）に『権力の劇場　中国共産党
大会の制度と運用』（23年）。

小泉 悠
東京大学先端科学技術研究センター准教授
早稲田大学大学院修士課程を修了後、民間企業、外務省専門分析員等を経て、2009年、未来
工学研究所に入所。2017年に特別研究員となり、2019年2月まで勤務。この間、外務省若
手研究者派遣フェローシップを得てロシア科学アカデミー世界経済国際関係研究所に滞在し
たほか（2010-2011年）、国立国会図書館調査及び立法考査局でロシアの立法動向の調査に
従事した（2011-2018年）。2019年3月、東京大学先端科学技術研究センター特任助教（グ
ローバルセキュリティ・宗教分野）に就任し、2022年1月より同専任講師。2023年12月よ
り現職。笹川平和財団上席フェローを兼任。

西野 純也
慶應義塾法学部大学教授／東アジア研究所長／朝鮮半島研究センター長
慶應義塾大学法学部政治学科卒業、同大学大学院法学研究科政治学専攻修士課程修了、博士
課程単位取得。韓国・延世大学大学院政治学科博士課程修了（政治学博士）。在韓国日本大使
館政治部専門調査員（2002－2004年）、外務省国際情報統括官組織専門分析員（2006－
2007年）、ハーバード・エンチン研究所交換研究員、ウッドロー・ウィルソン・センターの
ジャパン・スカラー、ジョージ・ワシントン大学シグール・センター客員研究員等を歴任。近
著に『激動の朝鮮半島情勢を読みとく』（共編著、2023年）など。

田中 浩一郎
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授
1988年東京外国語大学大学院言語・文化研究科修了（修士）。専門は西アジアの地域研究、
エネルギー安全保障、平和構築・予防外交。1989年から在イラン日本大使館専門調査員を3
年間務める。その後、外務省国際情報局専門分析員、国際連合アフガニスタン特別ミッショ
ン政務官、一般財団法人日本エネルギー経済研究所常務理事などを歴任。最近ではNHK国際
放送番組審議会副委員長や経済産業省臨時専門アドバイザーを務めた。

執筆者一覧
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世界情勢と日本
細谷 雄一
慶應義塾大学法学部教授
KCSセンター長

1 注目すべきトレンド
2025年1月20日にアメリカで第二次ドナルド・トランプ政権が成立してからの１年

間、世界は大きく動揺し、翻弄された。それは具体的には、ロシアに対して宥和的なウクラ
イナ和平を摸索する試みであり、また４月２日に発表された「相互関税」に伴う関税をめぐ
る二国間交渉であり、また米中間の新しい「ディール」を摸索する政治である。「トランプ
2.0」がもたらす新しい現実に、日本をはじめとする主要国は、適合と抵抗とを融合させな
がら、対応を迫られている。

習近平体制下の中国は、不動産不況に代表される国内経済の不調に対して、よりいっそ
う権威主義化することによって国内の規律を強めようと試みている。ASEANや中東の湾
岸諸国、さらにはアフリカ諸国といった、グローバル・サウス諸国との関係強化の姿勢が見
られ、さらにはロシアとの経済的および軍事的連携を強める。一方で、西側諸国との対決
姿勢が弱まる様子はない。トランプ大統領の「相互関税」に対しては、レアアースの対米輸
出制限を通じて揺さぶりをかけて、「貿易戦争」を優位に戦っている。

ロシアとウクライナはともに、開戦から4年が経過しようとする中で兵士の徴集や戦費
の確保をめぐりよりいっそうの困難に直面するであろう。和平への見通しは依然として不
透明であるが、それへ向けてトランプ政権という外部からの圧力と、戦争経済などに疲弊
する国内からの圧力に直面し、ロシアとウクライナ両国はいずれも自国に有利なかたちで
の和平へと進むことを求めるであろう。

2026年もまた、前年に引き続き、国際的な緊張、戦争の継続、そして経済ナショナリズ
ムやポピュリズムがもたらす摩擦や混乱に世界は翻弄されるであろう。他方で、現在まで
そのような危機や対立は一定の範囲内にコントロールされており、現在の状況が継続する
のであれば、世界は新たな戦争に直面することは回避できるのではないか。引き続き、冷
静で、慎重で、賢明な政治や外交が求められている。

専門 国際政治学、イギリス外交史、
日本の安全保障政策
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2026
2 世界や日本にとってのリスクと機会

アメリカのトランプ政権が世界に発した「相互関税」をめぐる混乱は、一定の合意の成
立を通じて落ち着きを示しはじめており、当初の想定よりもグローバルな経済成長へのダ
メージは限定的なものとなった。また、ウクライナ戦争も過激なエスカレーションに突入
することなく、戦線は膠着すると同時に、ロシアによる現状変更を通じた占領地域は固定
化が進みつつある。

2026年の世界にとっての巨大なリスクは、アメリカの新しい国家安全保障戦略と、中国
のより積極的な台湾統一へ向けた行動がもたらす、東シナ海における台湾海峡をめぐる不
安定性と不透明性の拡大である。高市首相の発言は、そのような不安定性の起因であると
いうよりも、米中関係の新しいダイナミズムがもたらした帰結であるともいえる。習近平
政権は、台湾の頼清徳政権への対決姿勢を強めており、中台対立の行方は2026年の日本
外交、さらにはアメリカ外交にとっての大きな不安材料となるであろう。

他方で、2026年11月に行われるアメリカの中間選挙は、今後のアメリカ政治の行方を
展望する上での重要な契機となるであろう。民主党が議会で勢力をある程度回復すれば、
予算策定を含めてトランプ政権にとっては行動の自由の範囲が縮小することを意味する。

3 日本がとるべき対応
日本では、憲政史上はじめてとなる女性総理として、高市早苗政権が10月21日に成立

した。高市首相は、10月28日に訪日していたトランプ大統領との日米首脳会談を大きな
成功に導いた。両者の良好な関係を演出して、関税措置をめぐる日米合意を基礎に新たな
協力関係の拡大へ動き始めている。多くの不確定要素を残しながらも、防衛費の増額を含
めて適切な対応を示しているといえる。

11月7日には、衆議院予算委員会で高市首相が台湾有事をめぐり「存立危機事態」に該
当する可能性を示唆したことで、日中関係に大きな波紋を生じさせた。日本政府はそれま
での立場を変えたわけではないが、中国政府はこの機会を利用して対日圧力を増して、台
湾統一へ向けたより積極的な行動をグローバルに展開している。中国政府は、台湾有事を
めぐる高市発言に対して強い反発を示しながらも、慎重に関係悪化を避けるためにもエス
カレーションを管理しているように見られる。日本政府が冷静で慎重な対応を続けていれ
ば、これ以上の関係悪化を抑制することが可能であろう。

日本政府は、2026年には国家安全保障戦略や国家防衛戦略など、安保関連三文書の改定
を予定している。そこでは、「トランプ2.0」や、新しい「大国間政治」の時代を受けて、従
来とは異なる国際環境への適応と、そこでの新しい国際秩序構築へ向けて積極的で創造的
な戦略が求められる。

脱稿：2025年12月21日

世界情勢と日本
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アメリカ
森 聡
慶應義塾大学法学部教授
KCS副センター長

1 注目すべきトレンド
第一に注目されるのは、トランプ大統領が糾合してきた支持勢力に働く遠心力がどこま

で強くなるかであろう。トランプ関税で不利益を被って不満を募らせている経営者は少な
くないといわれる。また、MAGAはAIやH1-Bビザをめぐってテック業界との確執を深め
てきた。さらに、いわゆるエプスタイン・ファイルの開示問題や選挙区割りの問題をめぐっ
て共和党勢力からトランプへの直接的な反発も表面化している。こうした遠心力が強まっ
ていくかもしれないため、中間選挙での敗北を避けるために、トランプが党派性の高い国
内・対外政策を断行していく場面も増えるだろう。

第二に注目されるのは、国際緊急経済権限法（IEEPA）に基づく関税の合法性について連
邦最高裁がどのような審理結果を出すかであろう。違法と判断された場合には企業への還
付が発生し、企業も株主との関係で還付を請求せざるを得なくなれば、大きな混乱が生じ
るかもしれない。最高裁がIEEPA関税を過去に遡って違法・無効とせずに、判断時以降無
効といった判断を示す場合には、連邦議会がIEEPAに代替する根拠法令に基づいてトラン
プ関税を維持しようとするかもしれない。

第三に注目されるのは、アメリカの対中関係が事実上の小康状態を保つのか、それとも
新たな取引をめぐる駆け引きが始まるのかということであろう。2025年10月末の釜山
での米中首脳会談に至る過程で、トランプの関税圧力に習近平がレアアースで対抗し、関
税のレバレッジが相殺された。トランプ政権は重要鉱物資源の対中依存を減らすための取
り組みを拡充しているが、その成果は直ちに現れるものではない。ムチが効かなくなった
相手に、アメの交換を持ち掛ける交渉手法をとる可能性もある。また、先進半導体の対中
輸出をめぐる政権内の綱引きがどう展開するかも注目される。

第四に注目されるのは、安全保障分野での日米関係であろう。トランプ政権は同盟強靭
化予算（米軍駐留経費）の引き上げを高市政権に求めるかもしれないが、米軍と自衛隊の強
靭性を向上させるために使うスキームを巧く組み上げられるかが注目される。また、日本
が米国との役割・任務・能力（RMC）を整理し、そこから所要能力を積み上げて、適正な水
準の防衛予算を編成し、日米2＋2で当面の防衛協力の方向性を確認できるかが注目され

専門 アメリカの外交・防衛政策、
現代国際政治、戦略史
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る。高市首相が訪米して実施する日米首脳会談で台湾問題についてどのような話し合いが
行われるかも注目される。

第五に注目されるのは、ロシア・ウクライナ戦争をめぐる停戦外交の行方である。ロシ
アとウクライナは、それぞれ譲り得ない利益を持っており、折り合えない現実がある。ト
ランプ大統領がこの事実を受け入れるか理解するまで、ロシア寄りの提案をまとめてはウ
クライナ・欧州に譲歩を求め、ウクライナ・欧州が歩み寄りを見せつつロシアの譲歩を求め
る対抗提案を示すと、今度はそれをロシアに受け入れるように求め、プーチンが受け入れ
ないと苛立ちを増す、という過程を繰り返すかもしれない。

第六に注目されるのは、国家安全保障戦略で示された「モンロー主義のトランプ・コロラ
リー」がどこまで本格的に実行に移されるかであろう。ベネズエラの麻薬密売組織の密輸
船に対する軍事攻撃は、タンカーの拿捕に拡大し、今後地上目標への攻撃に拡大するかも
しれない。また、麻薬カルテル掃討作戦が他の国・地域に拡大したり、中国による中南米へ
のインフラ投資排除に動いたりする可能性もある。

2 世界や日本にとってのリスク
トランプリスクは多岐にわたるが、ここでは2つ取り上げたい。トランプ大統領が訪中

した際に、関税というムチを使って習近平から譲歩を引き出す戦術が効かず、アメを習近
平と交換する交渉を展開しようとして、万が一安全保障分野で何かを差し出すようなこと
になれば、それは日本を含む米国の同盟国にとって大いなるリスクとなる。

トランプ大統領が同盟国による防衛予算増にからめて、防衛装備品の共同生産よりも米
国製兵器の大量購入を同盟国に求める姿勢を強め、それが同盟国の防衛力整備計画や国産
化政策とぶつかるような事態になれば、それは同盟国にとってリスクとなる。また、日本
の対米投資が首尾よく進捗しない場合に不満を募らせて圧力をかけてくるリスクもある。

3 日本がとるべき対応
日本にとっての最大の安全保障課題は対中抑止であることに変わりはなく、米国は日本

にとって必要不可欠な同盟国である。米国との防衛協力を進めるのみならず、トランプ大
統領をはじめ政権首脳陣が、日本は米国の死活的利益であるという意識を強める対米外交
を展開すべき。日本は西太平洋地域における安全保障上の役割を拡大する覚悟を決め、防
衛力の抜本的強化、日米同盟の強化、同志国連携の強化という三本柱の中身を再構築し、国
民的なコンセンサスを再形成すべき。他方、経済・技術分野については、機能分野別の国際
協力を糾合し、関係を多様化して、中国の経済的威圧のリスクと米国の政策不確実性のリ
スクをヘッジすべき。

脱稿：2025年12月19日

アメリカ
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欧 州
鶴岡 路人
慶應義塾大学総合政策学部教授
KCS副センター長

1 注目トレンド
欧州に関する注目トレンドの第1は、引き続きウクライナ戦争の行方だ。どこかの時点

でたとえ何らかの停戦・和平が実現しても、それが維持されるか否かは、欧州情勢を左右す
る重大要素であり続ける。2025年は、特にトランプ政権の動きによって、停戦・和平に関
する議論がさまざまになされた。領土や「安全の保証」などについての論点整理が進み、紆
余曲折はあったものの、米国・ウクライナ関係もどうにか維持されている。

ロシアが合意しない限りこの戦争は終わらないが、EU（欧州連合）の役割も見逃せない。
というのも、自衛のための戦いを続けるにあたっても、政府を機能させ続ける必要があり、
そのためには財政が鍵で、さらに経済を回し続けることが不可欠だからである。2025年
12月の欧州理事会（EU首脳会合）では、2026、27年の2年間のウクライナへの支援とし
て、900億ユーロ（16兆円超）におよぶ無利子融資が決定された。政府を機能させ続ける
ための命綱だ。当初計画されたロシア凍結資産を担保とする融資案は、加盟国間の合意が
成立せずに断念されたが、EUが市場で起債し利息分を負担するという意味では、凍結資産
活用案と実は同じである。欧州の真剣度、および危機感が示される格好になった。とはい
え、ウクライナのEU加盟が実際に進むのか、欧州はウクライナを本当に家族として受け入
れる準備があるのかなどについては疑問も残る。停戦・和平の有無にかかわらず、これら
の点は2026年により注目する必要がある。

第2の注目点は、ウクライナ関連以外も含めて、引き続きトランプ政権への対応である。
いわゆるトランプ関税への対応では、米EU合意が成立しているものの、欧州側でも、これ
でトランプ政権が終了するまで安泰だとナイーブに考えている関係者はいないだろう。第
2、第3のディールをする必要に迫られる可能性も否定できない。また、安全保障面では、
国防費の大幅増額合意によってNATO（北大西洋条約機構）は小康状態だが、2025年12
月に公表されたトランプ政権の「国家安全保障戦略」に欧州は懸念を深めた。ロシアの脅
威がまったく語られず、NATOへのコミットメントの言明もなかった。2026年も欧州で
は、NATO後、米国後を見据えたいわゆる「プランB」の議論が活発になるだろう。有事の
際の米国への信頼度が低下していることが重要な背景である。

専門 国際安全保障、現代欧州政治
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第3も以前からのトレンドだが、反移民や反EUなどの立場をとる右派勢力の台頭に欧

州がいかに対処できるが注目される。移民増加への国民レベルでの不安感が確実に存在し
ている以上、極右や排外主義を批判するだけでは問題の解決にはならない。加えて、ここ
にも「トランプ・ファクター」が大きく存在する。上述の米国家安保戦略は、欧州に移民抑
制を求め、「欧州諸国内での今日の方向への抵抗［勢力］の形成」が米国の政策だと明言し
たのである。あからさまな内政干渉であり、欧州側では、「政治的宣戦布告」と捉えられて
いる。これは、米欧関係の観点では、ロシアやウクライナといった外交・安全保障問題より
も深刻だとすらいえる。

2 世界や日本へのインプリケーション
上記トレンドを踏まえた場合の影響として、第1に考慮する必要があるのは、EU外交が、

ウクライナとロシアという、欧州大陸の問題に忙殺され続ける懸念だ。英国やフランスな
どは、経済面に加えて安全保障面でのインド太平洋関与の強化を打ち出し続けているもの
の、EU全体としては内向きになりがちである。2025年12月の欧州理事会が、ほぼ徹夜
でウクライナへの融資策をまとめた一方で、メルコスール（南米南部共同市場）とのFTA

（自由貿易協定）の最終承認を先送りしたのは象徴的だった。
第2に、他方で、エネルギーを含めたロシアとの経済関係の復活が短中期的にはほぼ絶

望的であることから、中国との関係を維持、あるいは強化することの必要性が、各国経済の
下支えという意味で上昇している。2025年12月のマクロン仏大統領の訪中はそうした
文脈に位置付けられるし、ドイツも同様である。

3 日本の対応
日本は、引き続き米欧関係の「様子見」をすることになる可能性が高い。ウクライナの停

戦・和平とも関連して、ロシアに対する制裁は、強化と緩和のどちらに進んでもおかしくな
い。緩和への対応は可能でも、強化への対応の準備がないとすれば、米国とのすり合わせ
も難しくなる。ロシアの凍結資産の活用については、2026年も米欧間で対立が続く可能
性が高い。ロシア中央銀行の資産は日本でも凍結されており、日本も立場を明確化する必
要がある。

ウクライナ関連以外でも、EUの政策動向は、引き続き日本に重要な影響をおよぼす。電
気自動車（EV）を含む気候変動、脱炭素関連では、EUに翻弄されがちであり、さらなる情
報収集、分析、そして働きかけが必要になる。そのうえで、EU・欧州との間では、いかに共
通の同盟国である米国を「繋ぎ止められる」かが共通の課題になる。

脱稿：2025年12月20日

欧 州
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中 東
池内 恵
東京大学先端科学技術研究センター教授

1 注目すべきトレンド
2026年の中東は、前年に大きく揺らいだ地域政治の均衡を取り戻す再編・再調整の時期

となるだろう。その過程で、短期的な交戦の復活が常に危惧される漠然とした緊張状態が
持続するだろう。

第一に、イスラエルが確立した軍事的・外交的に圧倒的な優位性は、イスラエル一国の安
全を確保するために、主に国内政治上の目的に資する形で用いられているため、イスラエル
にとっての安全が地域の不安定につながりかねない危機を常に抱えている。イスラエルに国
家として敵対・競合する国家はアラブ諸国の中に長らく存在せず、非アラブのイランのみが
イスラエルと軍事的に対峙してきたが、2025年6月のイスラエルの対イラン大規模攻撃の
実施により、イランの軍事力は大いに削がれた。イスラエルに直接軍事的に対峙しうる能力
を持つ唯一の中東の国家であり、イスラエルに明示的に対抗するイデオロギーを謳う政権に
統治されたイランを、さらに徹底的に弱体化させる攻撃を、イスラエルはどの段階でも実施
し得る。ただしイランがイスラエルに継続的に「一矢報いる」反撃能力は完全に除去されて
いるとは考えにくく、イスラエルの対イラン追加攻撃は短期的なものにならざるを得ない。

2026年11月までに予定されるイスラエルの総選挙に向けて、ネタニヤフ首相は自らの政
治生命の維持を最優先し、政権基盤を維持・獲得するために、あらゆる政治的・軍事的手段
を駆使するだろう。その過程で、政治的タイミングを図った単発的なイラン攻撃や、レバノ
ン、イラク、イエメン等での残存する非国家主体への攻撃が断続的に行われる可能性が高い。

第二に、湾岸アラブ産油国（GCC諸国）は、イスラエル、イラン、トルコの三者の均衡を
図り、その狭間で自らの地位を確保する等距離・多国間均衡外交を展開するだろう。その
過程でイラン宥和策は一つの有力な選択肢であり、水面下で活発に接触を図るだろう。イ
ランとしては、迫り来るイスラエルによる追加攻撃を可能な限り抑制し、攻撃再開の際の
湾岸アラブ産油国の中立を確保するために、「微笑み外交」を大々的に展開するだろう。焦
点はイランとサウジアラビアの対話であり、これを仲介しようとする水面下の外交活動が
オマーン、カタール、UAEなどGCCの内部から、あるいは地域の外から試みられていく。

第三に、UAEやサウジアラビアを筆頭に、戦略的先端科学技術への投資がさらに活発化
し、外交・安全保障上の争点ともなるだろう。人工知能（AI）や宇宙開発、ロボティクスな

専門 中東政治、イスラーム政治思想
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ど戦略的な先端科学技術の開発と実装への投資は、米・中の競争の主要な争点であり、そこ
に第三極としての自律性を維持しながら関与し双方から利益を得ることが、湾岸アラブ産
油国の外交・安全保障政策上の優先課題となっている。先端科学技術への投資・開発にお
ける指導性・先進性・優位性を確立することが外交・安全保障上の地位の向上と安定に不可
欠という政策判断が湾岸アラブ産油国にあり、それが対イスラエル関係の深化や進展の際
の重点項目となり、判断材料となるだろう。

2 世界や日本にとってのリスクと機会
イスラエルによる近隣諸国に対する圧倒的な軍事力と外交力の優位性の確立は、周辺諸

国によるイスラエルに対する均衡を回復しようとする多国間の多元的な地域国際政治を惹
起する。これは基本的に紛争を避け、交戦の再開を回避しようとする動きであり、国際安
全保障上は肯定的に捉えられる現象だが、米主導の中東秩序に慣れ切った日本の旧来型の
政策当局者にとっては対応が著しく困難な展開である。

不安要素は非産油国における「アラブの春」の再来ともいうべき政権動揺である。エジ
プトなどの非産油国は、「アラブの春」による変動を経て、湾岸アラブ産油国からの財政支
援に依存を深めている。湾岸アラブ産油国が対米投資や自らの安全保障への投資、先端科
学技術開発への大規模投資などによって資金の限界に達し、非産油国への支援を細らせれ
ば、一気に不安定化する国々が出かねない。

3 日本がとるべき対応
日本は中東諸国と結んできた着実な２国間外交を横断した、多国間外交を展開する能力

と意志を持つべき時期である。米国が中東への関与の意志と関心を低下させた現在、日本
が対中東政策の指示を仰ぐべき、また忖度すべき絶対的な上位者は存在しない。日本が指
針とするべきは、米国の同盟国でありつつ中国との経済関係を活用し、イスラエルとイラ
ンの対立・交戦の間で安全保障と繁栄を確保する活発な外交を繰り広げている湾岸アラブ
産油国である。日本は、多国間・多元的な中東政治の展開に組織として対応する態勢を整
え、中東を「点として」ではなく「面として」捉えて自らの位置を確保し、共に地域の均衡
と安定を達成していく当事者となることが、日本の中東における利益を増進し達成してい
くための大きな課題である。日本は中東の多国間・多元的な地域国際政治に域外から中立
的かつ戦略的に関与することで、エネルギーを大幅に依存する中東において存在感を回復
し信頼を繋ぎ止め、新たな機会を創出していくことができる。そのためには官民の双方で
若手世代の能力の活用を進め、スタートアップ的な中規模企業の中東進出を促進すること
が、韓国等と比較して対中東関与で大きく出遅れた日本の活性化の起爆剤となる。

脱稿：2025年12月24日

中 東
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ロシア・
旧ソ連地域
小泉 悠
東京大学先端科学技術研究センター准教授

1 ロシアによるウクライナ侵略の長期化
2022年に始まったロシアによるウクライナ侵略は2026年2月で丸4年を迎え、5年目

へと入る。大国による大規模侵略戦争という事態が長期化し、欧州におけるひとつの日常
的風景となりつつあるということをこの事実は示す。

問題は、こうした「異常な日常」がいつまで続くのかであろうが、2026年中に終結に導
けるという明確な見込みはまだ立っていない。①ウクライナの主権に制限を加えることや
未占領地域を含めたドンバス地方の広大な領域を引き渡すことにロシア側が固執し、②ウ
クライナ側にこれを呑ませるだけの圧倒的な軍事的懸隔が生じておらず、③米国による調
停が露宇のどちらにとっても不満であるという構図が変化しない限り、戦争はまだ続くと
見るべきであろう。

以上のような見通しは、欧州における緊張のさらなる激化につながっている。特に北欧・
バルト・東欧諸国では対ロシア抑止を念頭に置いた国防費の増額が続く。ロシアもまた、
2022年に打ち出した軍事力再編計画に従って自国西部における兵力増強を進めてきた。
さらにロシアはベラルーシに戦術核兵器を配備してNATO型の核シェアリングを開始した
と宣言しているほか、新型中距離弾道ミサイル（IRBM）であるオレシュニクを前方配備し
たとも主張している。これに対して、英国は冷戦後初めて米国の戦術核兵器を自国内に再
配備させたと見られているほか、フランスも自国の核を他の欧州諸国に対する拡大抑止力
として提供する方針を改めて打ち出しており、欧州の安全保障における「核ファクター」は
今後も重要性を増していくと思われる。

ただし、こうした事態はロシアにとって長期的にかなりの軍事負担を課すことになろう。
2025年度のロシア連邦予算法は13兆4909億ルーブル（約25兆円）という空前の国防費
を計上しており、対GDP比は6%以上に達する。2026年度以降には国防費はやや減少す
る計画であるが、12-13兆ルーブル台で推移することは既定路線とされており、開戦前の
3兆2000-8000億ルーブルと比較するとほぼ9-10兆ルーブルの負担増が常態化すること
が予想される。後述する対露制裁の強化と合わせて、ロシアの中長期的将来にとっては明
らかにマイナス要素である。

他方、短期的に見た場合、ロシアがこの程度の負担に耐えきれないと考える根拠はない。
将来へのツケを積み上げつつも、現下の戦争それ自体を止めることはないと考えておくべ
きであろう。

専門 ロシア・旧ソ連諸国の軍事・安全保障政策、
国際関係論
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2 欧露のデカップリングとそのハレーション

欧州諸国はまた、ロシアにとって長年の最大顧客でもあった。しかし、2022年にEUが
採択した「リパワーEU」計画でロシア産エネルギーへの依存脱却が掲げられて以降、欧露
間ではエネルギー・デカップリングが徐々に進んできた。2026年中には最後に残った天
然ガスの完全輸入停止に向けた諸措置が本格化することになっており、2027年10月以降
には「恒久的な停止」にするとしている。

エネルギーに限らず、欧露間の経済的関係は徐々に縮小傾向を示している。2025年に
発動されたEUの第19次制裁パッケージでは、観光サービスの提供停止も盛り込まれたこ
とから、人の往来もますます減少しよう。軍事面でも、核抑止力の強化に向けた動き（前述）
に加え、対露国境地帯における要塞線の建設、徴兵制の再開、大規模な装備調達や弾薬備蓄
の増加といった動きが相次いでいる。

しかし、欧州側は決して一枚岩ではない。ロシアの脅威に対抗するよりも宥和を図るべ
きであるとの声は、反EU感情と相まって決して少なくない。ロシアとの関係悪化によっ
てエネルギー価格が極端に高騰する中で、膨大な額の国防費やウクライナ支援費用を支出
し続けることに反発が出るのはある意味で自然である。しかも、従来から親露・反ウクラ
イナの姿勢を示していたハンガリーのような国だけでなく、ウクライナ支援に最も熱心
だったチェコまでが政権交代によって大きく態度を変えたことは、注目に値しよう。

ロシア側から見れば、以上は、介入の好機でもある。2025年のモルドヴァ総選挙では、
ロシアによる選挙干渉の激しさとそのあからさまさが注目を集めた。今後、こうした事態
は中東欧において幅広く予想されるものと見ておくべきである。

3 日本としての対応
ロシアのウクライナ侵略は対岸の火事ではない。大国による侵略が公然と行われるよう

な時代の復活は、明らかに日本（特に非・軍事大国としての日本）の国益に反する。仮にウ
クライナでの戦争がまだ長期化するのであれば、これを「ロシアによる侵略の成功」という
帰結にしないことが非常に重要である。

その上で、日本が直接的に行える最大の貢献は、ロシアに対する経済制裁と対ウクライナ
支援の継続である。前者については既に日本政府はかつてなく強力な制裁を実施している。
ただ、EUによる対露エネルギー制裁はそのさらに先を行くものであり、日本としてはG7
の中に抜け穴を作らないよう調整して対露制裁のレベルを引き上げていく必要があろう。

後者については、既存の民生支援に加えて、より軍事的な支援に踏み込むことも検討す
べきである。武器や砲弾等の殺傷性装備については法的位置付けやわが国の防衛所要との
兼ね合いに関する議論が必要であるとしても、既に実施している非殺傷性装備や医療支援
の提供については、規模をさらに拡大してもよいのではないか。また、長期的に防勢を余
儀なくされているウクライナ軍が前線を要塞化できるよう、工兵機材としての建機を大量
に提供することを提案したい。

脱稿：2025年2025年12月20日

ロシア・旧ソ連地域
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中 国
加茂 具樹
慶應義塾大学総合政策学部教授
総合政策学部長

1 注目すべきトレンド
2025年10月末に中央委員会全体会議が承認した第15次五カ年計画（2026年-2030

年）の草案は、外部環境に対する悲観的な評価を踏まえ、広範囲な産業や技術、軍事能力へ
の新たな投資をつうじて、中国の戦略的脆弱性を軽減しようとする指導部の決意を示した。

同草案の主要なメッセージは、指導部が2020年10月に提起した安全保障に重心をおい
た発展戦略の継続である。同草案に書き込まれている政策パッケージの多くは、第14次
五カ年計画（2020年-2025年）以来の既存の政策を踏襲している。指導部は、様々な困
難やリスクに直面していると強調しつつも、第14次五カ年計画以来の政策路線を基本的
に維持する方針を示した。公式言説においては、米国を中心とする技術的な締め付けの圧
力が、中国にとって最大の戦略的脆弱性であると繰り返し指摘されている。しかし、第15
次五カ年計画草案に盛り込まれた政策の重点をみれば、指導部が最も深刻な課題として認
識しているのは、むしろ経済の活性化に十分な成果を上げられていないという現実である
ことが読み取れる。2026年の指導部は、引き続き、政策の重心を経済の立て直しと成長基
盤の再構築に置くことになるだろう。

もちろんこのことは、指導部の戦略的主眼が、国内建設への専念、そして外交において
受動的で防御的なものとなることを意味しない。歴代指導部は、「平和的発展」という外交
戦略を掲げ、経済発展に必要な安定環境を構築するために国際的な警戒を和らげ、発展に
必要な時間を確保することに専心してきた。しかし現指導部は、従来の概念を継承しつつ
も、そのトーンと戦略的意図に明確な違いを埋め込み、能動的・攻勢的なものへと転換させ
た。9月2日の抗日戦争・世界反ファシズム戦争勝利80年の式典での習近平国家主席の発
言は、「中国は責任ある大国であり、秩序の構築者である」と国際社会に訴え、人類運命共
同体の構築と歴史的主導権の確立を図って、国力を背景に世界をリードすることを外交目
的としている。「世界の平和力量、安定力量、進歩力量」である中国の発展自体が、世界の
平和と正義の力の増大に貢献すると語っている。この能動的、攻勢的な外交戦略は継続し、
中国は自らが国際秩序を設計する立場となり、国際社会で秩序と価値を競う姿勢を提示し
た。国際秩序のルールメイカーとして、軍事力、経済力、そして（国際）話語力の強化に尽

専門 現代中国政治外交
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力する。その姿は対米外交、対日外交に表れる。

習近平指導部は、2020年末に安全保障中心の開発戦略へ転換して以来、安全保障と発展
の適切なバランス維持に苦慮してきた。加えて2027年秋に第21回党大会を控えた指導
部は、国内政治の文脈における政策的圧力と向き合うことになる。

2 世界や日本にとってのリスクと機会
中国指導部は、驚異的な経済成長によって国力を増大させたにも関わらず、既存の国際

秩序に対する不安全感を深めている。中国指導部は、国際秩序に影響を及ぼす意思と能力
を高めており、かつての既存の国際秩序における賢いプレーヤーとしての活動する中国か
ら、既存の国際秩序のルールメイカーとしての役割を担う中国へと、国際政治における中
国の存在を変えようとしている。

東アジアの地域秩序に焦点をあてれば、中国は台湾海峡の平和と安定をめぐる問題につ
いての主導権が相対化していることに警戒心を抱いている。現指導部は、「一つの中国」原
則と各国が実施する「一つの中国」政策との乖離がすすんでいる、との認識を深めている。
地域秩序をめぐる戦略的競争は一層に顕在化する。

3 日本がとるべき対応
目下、日中関係は不安定度を高めている。日本の対中外交が直面している課題の核心は、

「存立危機事態」、台湾海峡の平和と安定、「核保有」発言にかかる政策の是非ではないだろ
う。日本の外交と安全保障政策と国際社会との戦略的コミュニケーションの問題である。
流動する国際秩序のなかにおいて、日本という国家がどの様な国家目標を掲げるのか、日
本は自らの外交安全保障政策を国際社会にどの様に伝え、日本が向き合う課題を効果的に
牽制し、同志国から支持と共感を如何に得るのか、という点にある。

脱稿：2025年12月23日

中 国
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朝鮮半島
西野 純也
慶應義塾法学部大学教授
東アジア研究所長／朝鮮半島研究センター長

1 注目すべきトレンド
第1に、韓国政治の動向である。2026年6月実施予定の統一地方選挙は事実上の国政

選挙であり、選挙戦の一環として与野党の政治的対立は激しさを増していくことが予想さ
れる。これまで李在明政権と与党「共に民主党」は、尹錫悦前大統領による非常戒厳を「内
乱」と規定して特別検察制度を導入して捜査を進めてきた。今後は主に裁判に委ねられる
ことになるが、国会で多数議席を占める与党は、引き続き各種改革を主導する形で尹前政
権の責任を問いつつ、野党「国民の力」（尹政権時の与党）への政治的攻勢を強めるであろ
う。野党は依然として尹政権を支えた議員らが主力を成していることもあり、与野党対立
の激化は社会の分断をさらに深めることになりかねない。また、統一地方選挙の結果は予
断を許さないが、どのような結果でも李政権の国政運営の方向性に影響を与えることにな
る。一方、与党が進める改革のうち、検察・司法改革は、結果的に司法に対する政治の影響
力を強める、あるいは司法の判断を政治が歪める可能性があるとして懸念の声があがって
いることには留意する必要がある。

第2に、米中戦略競争下での李在明政権「実用外交」の舵取りである。李大統領は、最初
の二国間外交の訪問地としてまず日本を訪問して首脳の「シャトル外交」に積極姿勢を示
すなど日韓関係を重視してきた。対米関係では、関税交渉の妥結とともに韓国の原子力推
進潜水艦保有に道を拓くなど、米韓同盟の管理にも手腕を発揮している。日米韓３国協力
にも前向きであり、政権交代にもかかわらず尹前政権の外交基調を引き継いできたと言え
る。一方、李政権は対北朝鮮、対中国関係では尹前政権とは異なる方向性を目指しており、
2026年に南北関係や中韓関係の改善に向けてどのような外交を展開するのかが注目され
る。もし年初に李大統領の訪中が実現すれば、対中関係は良いスタートを切ることになる
が、それは同時に対米、対日関係でのより繊細な外交の必要性を高めることにもなる。特
に李政権は、トランプ政権との間で米韓同盟の「現代化」という名の下に、在韓米軍の役
割調整や韓国軍の役割・責任の拡大を進めており、米国／中国との関係をどうバランスを
取って進めていくのかが問われることになる。

第3に、5年ぶりの党大会で北朝鮮がどのような路線を打ち出すのかである。2026年に

専門 現代韓国朝鮮政治、
東アジア国際政治、日韓・日米韓関係
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は朝鮮労働党第9回党大会の開催が予定されており、金正恩政権が今後5年間の国家運営
の方向性をどう設定するのかが注目される。2025年12月の党中央委員会総会後の報道
では、これまで進めてきた経済及び国防力強化5カ年計画がどう総括されたのかは必ずし
もはっきりしないが、来年以降も大きな路線転換はないとの見方が大勢である。但し、外
的要因の影響を受けやすい対外関係の方向性は慎重に見極めるべきである。「敵対的２国
家」を掲げて李在明政権の対話再開の働きかけを無視し続けるのか、核保有国の認定を前
提条件としてトランプ大統領の米朝会談提案には応じないのか、ウクライナ戦況の変化に
よって露朝関係には変化があるのか、それが中朝関係にはどう影響するのか、など予断を
排して見ていく必要がある。

2 世界や日本にとってのリスクと機会
国際社会で存在感を示している韓国において、政治社会の分断と分極化が続き、外交安

保政策の不安定性が高まることにつながれば、それは世界にとってのリスク要因となる。
北朝鮮と軍事的に対峙している韓国の社会安定が東アジアの安全保障にとって重要である
ことは言うまでもない。北朝鮮の核兵器をはじめとする国防力の強化やロシア派兵は国際
社会にとって大きな脅威であり続けているため、米国や韓国が北朝鮮を対話へと導くこと
ができれば、それは軍事的緊張を緩和させる機会にもなりうる。但し、核保有の意思を鮮
明にしている北朝鮮との意味ある対話と交渉に臨むためには、日米韓の緊密な協力はもち
ろん中露をも巻き込んだ対応が求められる。

3 日本がとるべき対応
李在明政権発足後も続く日韓関係の安定性をさらに高めるべく、首脳シャトル外交や当

局間対話、さらには議員外交などあらゆるチャネルでの日韓間のコミュニケーションを密
にすべきである。石破政権時の合意ではあるが、2025年8月23日発出の「日韓共同プレ
スリリース」の合意事項を引き続き履行していくことが望ましい。李政権の対北朝鮮、対
中外交の展開によっては日韓の情勢認識や政策方向性に乖離が生じるので、それを未然に
防ぐよう努めるべきである。2025年10月の日韓首脳会談後の会見で高市首相が述べた
ように、日韓で立場の異なる諸懸案については、リーダーシップでしっかり管理をしてい
く必要がある。

脱稿：2025年12月23日

朝鮮半島
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中東・
エネルギー情勢
田中 浩一郎
慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科教授

中東地域とエネルギーの展望
2025年に続き、中東地域は2026年も不安定で、エネルギー情勢でも波乱の多い年とな

ると予想している。
これは米国を巻き込む形となった対イラン武力行使の結果として、域内のパワーバラン

スに大きな変動が生じたことに加え、特定の国から発せられる一方的な主張に基づく先制
攻撃が問題視されることなくG7やNATOによって受け入れられ、かつ、かかる国際法上の
不法行為に対する代償の支払いを求められることもないという、「（国際）法に基づく秩序」
とは縁遠い現在の政治環境によってもたらされる。指摘するまでもなく、ここで言う特定
国とはイスラエルである。

実のところ、イスラエルは、一昨年（2024）を通じた軍事攻撃で国境や境界線の向こう
側に存在した、実存上の脅威となる国家や組織を無力化してきた。対象となったのはシリ
アであり、レバノンのヒズブッラーなどだ。いずれも近年ではイランの前進防衛戦略の要
として機能してきたアクターがこれで瓦解するか、大幅に後退することを余儀なくされた。
1948年の建国以降、常に敵に囲まれてきたイスラエルにとって初めてのことであり、安全
保障環境の劇的な転換点となった。

この余勢を駆る形でイスラエルのネタニヤフ政権は、2025年6月に「12日間戦争」を
1500kmも離れたイランに仕掛け、その核関連施設および軍事部門に甚大な被害を与え
た。実際には、イスラエル単独で破壊し得ない重要拠点への空爆を、米軍に代行させるこ
とによってイランの「核化」を大幅に遅らせ、併せてイランの軍事的な弱体化を達成した。
両国間のこれまでの勢力均衡状態が破れたことを意味する。しかしながら、イスラエルが
採った行動に加えて米国の介入についても、国連憲章を筆頭とする国際法を満足させるも
のとは言えず、少なからぬ問題をはらんでいる。

イスラエルによる一方的措置は、その後、米国と親しい関係にあり、米空軍に中東最大の
基地を提供するカタルに対する空爆に発展した。米国などの仲介の下、人質解放と停戦に
かかわる交渉を担うハマース政治幹部の殺害を狙ったとされるが、先行した対イラン攻撃
も米国が交渉を進めている最中に発生している。これはイスラエルが米国とトランプ大統

専門 西アジア（中東）地域研究、
エネルギー安全保障、平和構築・予防外交
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領の思惑と異なる行動に出るだけでなく、イスラエルに対して抑制が効かなくなっている
状態を想起させる。米国にとってもイスラエルを制御することが困難になっている。米国
は信頼を取り戻すため、大統領令を通じてカタルの安全保障に関与する方策を採用するこ
ととなったが、隣国であるサウジアラビアは一足早くパキスタンとの間で戦略的防衛協定
の締結に動いている。イスラエルの単独軍事行動によって、中東の国々が域外の核保有国
と集団安全保障体制を構築する流れがもたらされたと言えるだろう。ただし、近隣地域で
の紛争が中東に、あるいは逆に中東の紛争が近隣に波及する余地のある構造だけに、果た
して地域の安定に寄与するのか疑問が残る。

サウジアラビア、エジプトなどのアラブ諸国やトルコなどは、以前から干渉と介入主義
的な言動をくり返してきたトランプ大統領を前にして、機嫌を損ねないために柔軟かつ従
順にふるまっている。イスラエル例外主義を採用してきた大統領に、強硬対応を求めるこ
とが現実的ではないと見ているためだ。これは体制転換を果たしたシリアについても同様
で、イスラエルに占領されてきた国土の返還要求を差し控えている状況である。反対に、
イスラエルは、トルコをけん制しながらもシリアやレバノンへの越境攻撃を躊躇わず、停
戦合意が発効したガザ地区に対する攻撃を続け、民間人の被害も増していくだろう。その
ガザにおける停戦の維持と安定化、さらに暫定統治と復興計画の推進については、関係国
の間でも総論賛成各論反対のありさまであり、当事者たるパレスチナ人の介在が果たされ
ないままでは、やがて頓挫する危険性を指摘しなければならない。

イスラエルにとって、イランは依然として気を緩めることができない相手だ。イランで
核関連施設の再建や新設、弾道ミサイル発射能力の回復、防空体制の再整備のいずれかが
進み、自国のミサイル迎撃能力が向上した暁にイスラエルが対イラン攻撃を再開するよう
な展開は不可避でさえある。また、両国による戦争の再燃に至る間、ガザをめぐる情勢次
第で、イエメンの武装勢力ホウシー派による対イスラエル攻撃が再開される可能性も織り
込んでおかなければならない。

いまやEUにとっても重要な産ガス国であるカタルは、EUの炭素国境調整メカニズム
（CBAM）に対する反対姿勢を打ち出す中で、化石燃料への回帰を推進するトランプ政権と
の共闘態勢を組むことに成功している。カタルは、今後のLNG増産に余念はないものの、
世界的に2030年を見据えた供給過剰が見込まれるために事業採算性はやや渋くなりそう
だが、ここでも地球温暖化否定論者であるトランプ氏を味方につけた意義は大きい。そし
て、この分野でもイスラエルは、東地中海の海上ガス田を活用してエジプト向けガス輸出
契約を成立させている。軍事力に限らずエネルギー安全保障の面からも、同国が中東地域
で優位性を確立していくことは必至だ。ますますイスラエルの一方的な行動にたがをはめ
ることの重要性が問われる年となるだろう。

脱稿：2025年12月24日

中東・エネルギー情勢
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イベントご協賛の他、
月例サロン等への招待が含まれる

「法人企業会員制度（一口／100万円～）」も
是非ご検討ください

詳細は右ページ

2025年1月よりスタートしたKCS Strategic Foresightは、KCS所属教員 
を中心とする国際政治学者や地域専門家が、年初にその年の国際情勢を展望
するアニュアル・イベントです。各国の内政から外交にいたる情勢分析を統
合することで、日本へのリスクや国際情勢のトレンドを多角的に探ります。
企業の取り組みが国際情勢に直接影響を受ける時代において、企業戦略に欠
かせないリスク評価や戦略立案にも寄与する取り組みです。

KCSでは、来年のStrategic Foresight 2027の協賛企業を募集しております。

ご協賛のお願い

一口
10万円

本イベントへのご協賛

•	アメリカ・欧州・中東・中国・韓国・ロシアの情勢分析・展望をお届け
•	登壇者を交えた協賛企業様対象のクローズドレセプションへのご招待
•	刊行物やイベント会場での協賛企業様ロゴの掲載
•	コメンタリーのプレゼント（各社10冊まで）

KCS Strategic Foresight 協賛特典
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戦略構想センターへのご支援のお願い

慶應義塾大学戦略構想センターは、最先端の安全保障・国際政治研究を通じて、学術と政策
立案の橋渡しを担い、不安定化する国際社会の安定と持続可能な未来の創造に貢献します。
貴社のご支援により、国際的な共同研究や次世代の政策研究者の育成が可能になります。
ともに未来を創るパートナーとして、ぜひご支援を賜りますようお願い申し上げます。

ご支援いただいた企業様には、以下の特典をご用意しております。
 法人会員企業限定の月例サロン「戦略フォーラム」への御招待
 戦略構想センターの刊行物に貴社ロゴを掲載、イベントでの優先的な席の確保
 国内外の有識者・政府関係者と意見交換可能な「エキスパートラウンドテーブル」への
ご招待（寄付額300万円以上）

kcs-group@keio.jp（慶應義塾大学戦略構想センター事務局）
*協賛および法人企業会員に関するお問い合わせは上記メールアドレスまでご連絡ください。

お問い合わせ

Ｋ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（4名）
•出張講義／人材育成
•相談による委託研究

Ｉ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（2名）
•出張講義／人材育成（1回）

Ｅ会員
•エキスパートラウンドテーブル招待
•戦略フォーラム参加（3名）
•出張講義／人材育成（1回）
•相談によるイベント共催

Ｏ会員
•戦略フォーラム参加（1名）

法人企業会員制度のご案内 *寄付は税制優遇措置の対象となります。

*予算状況等により、活動の規模やペースが変化しうることを予めご了承ください。

1,000万円／年 500万円／年

300万円／年 100万円／年

発行・編集／慶應義塾大学戦略構想センター（KCS)
発行日：2026年1月19日
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